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連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）及び債権放棄に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、2025年７月１日を効力発生日として、当社の完全子会社であるメディア

総研イノベーションズ株式会社（以下メディア総研イノベーションズ）を吸収合併（以下「本合併」といいます。）するこ

とを決議しました。また、当社は、本合併の決議にあたり、当社がメディア総研イノベーションズに対して有する債権

を放棄することを併せて決議いたしましたのでお知らせいたします。  

なお、本合併は完全子会社との間で行われる簡易合併・略式合併であるため、開示事項及び内容を一部省略して開示して

おります。  

  

１．合併の目的  

  メディア総研イノベーションズは、主に採用、就職に関するコンサルティング業務を行う当社の100％子会社

であります。経営資源をより効率的に活用し、グループ全体の経営力を一層強化するため、組織を統一することが最適である

と判断し、今回の決定に至りました。本合併は、事業運営の効率化を目的としており、当社グループの企業価値向上に貢献す

ると考えております。 

  

２．合併の要旨    

（１）合併の日程    

取締役会決議日 2025年４月18日 

合併契約締結日 2025年４月18日 

合併予定日（効力発生日） 2025年７月１日（予定） 

※本合併は、当社においては会社法第796条第2項に基づく簡易合併であり、メディア総研イノベーションズ

においては会社法第784条第1項に基づく略式合併であるため、いずれにおいても合併契約の承認に関する

株主総会は開催いたしません。 

 

（２）合併の方式 

当社を存続会社、メディア総研イノベーションズを消滅会社とする吸収合併方式で、メディア総研イノベーシ

ョンズは解散いたします。なお、メディア総研イノベーションズは債務超過となっておりますが、当社は当該債務超

過相当額の貸倒引当金を計上しており、本合併の際に貸倒引当金を戻し入れることから合併差損は発生しないものと

判断し、簡易合併をいたします。 



放棄する債権の額 40百万円（予定） 

実施日      2025年６月30日（月）（予定） 

 

（３）合併に係る割当ての内容 

メディア総研イノベーションズは、当社の完全子会社であることから、本合併による株式その他金銭

等の割当てはありません。 

（４）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

メディア総研イノベーションズは、新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。 

 

３．合併当事会社の概要（2024年７月31日現在） 

 存続会社 消滅会社 

（１）名称 

 

メディア総研株式会社 メディア総研イノベーションズ株

式会社 

（２）所在地 
福岡県福岡市中央区大名二丁目

８番１号 

大阪府大阪市西区立売堀一丁目

３番11号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 田中浩二 代表取締役社長 田中浩二 

（４）事業内容 
就職関連事業の企画・運営・実施

等 

採用、就職に関するコンサルテ

ィング業務 

 

（５）資本金 249百万円 20百万円 

（６）設立年月日 1993年３月９日 2023年２月１日 

（７）発行済株式数 1,230,300株 400株 

（８）決算期 ７月31日 ７月31日 

（９）大株主及び持株比率 田中浩二      62.59％ 

株式会社日本カストディ銀行（信

託口)        3.63％ 

新潟真也      2.15％ 

メディア総研株式会社 

100.0％ 

 （2025年１月31日現在） 



（10）直前事業年度の財政状態及び経営成績 

決算期 2024年7月期（連結） 2024年7月期（単体） 

純資産 1,305百万円 △42百万円 

総資産 1,550百万円 22百万円 

１株当たり純資産 1,060.95円 △105,318.26円 

売上高 1,155百万円 53百万円 

営業利益 189百万円 △41百万円 

経常利益 193百万円 △41百万円 

(親会社株主に帰属する) 

当期純利益 
105百万円 △41百万円 

１株当たり当期純利益 86.32円 △104,946.86円 

 

４．合併後の状況 

本合併後の当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更はございませ

ん。 

５．今後の見通し 

本合併は当社の完全子会社との吸収合併であり、連結業績への影響は軽微であります。 

 

以上 

 


